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（午後 ２時００分 開会） 

○ひとり親福祉係長 それでは、定刻となりましたので、ただいまから東京都ひとり親家

庭自立支援計画策定委員会の第４回目を開催いたします。どうぞよろしくお願いいた

します。では、座らせていただきます。  

  本日はご多忙の中、お集まりいただきましてありがとうございます。  

  初めに、お手元の会議資料のご確認をお願いいたします。資料１としまして、次第の

後から、資料１は東京都ひとり親家庭自立支援計画第３期についてという、Ａ４の横

のもの。続きまして、資料２としまして、東京都のひとり親家庭の状況ですが、少し

枚数が多くなっております。その次が、資料３東京都の主なひとり親家庭施策の体

系、そして最後に資料４、事業一覧ということで、この四つになっております。  

  参考資料としまして、これまで同様にひとり親家庭の現状の冊子等を置かせていただ

いております。  

  本日の委員会は公開となっております。後日、会議録を方ムページに掲載いたします

ので、ご了承ください。 

  本日はご欠席の委員に代わりまして代理でご出席いただいている方がおりますので、

ご紹介申し上げます。産業労道局の松田委員の代理としまして、就業推進課就業推進

係の藤本直樹係長でございます。  

  それでは、委員長、お願いいたします。  

○松山委員長 それでは、ただいまより議事に入ります。  

  まず、事務局から資料の説明をお願いいたします。  

○ひとり親福祉係長 それでは、資料１からご覧ください。計画本文の事務局案作成のち

ょっとスケジュールの関係がございまして、本日は計画の内容につきましては、現状

を示すデータと、そこから導き出される２７年度からの事業体系、そして、事業一覧

で計画の内容をご説明させていただきます。  

  本文（案）につきましては、後日、委員の皆様にお送りいたしますので、詳細の記載

内容は、恐れ入りますが、そちらでご確認をいただきたいと思っております。その後

はパブリックコメントという予定になっております。スケジュールは最後に改めてご

説明をさせていただきます。  

  では、資料の１から順にご説明します。  

  まず、全体的な構成では、前回お示ししましたとおり、第１章で計画策定の経緯、趣

旨、理念、視点等を記載しております。  

  １番の計画の理念と施策分野というところがありますけれども、１の理念というとこ

ろでは、ここに３つの理念を書かせていただいております。これは１期、２期同様に

３点で、ひとり親家庭の自立を支援し、生活の安定と向上を図る。２点目、ひとり親

家庭の子供の健やかな育ちを支援する。３点目、ひとり親家庭の親子が地域で安心し

て生活できる条件を整備するということで、ここのところは本当に普遍的といいます
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か、変わらない部分ですので、同じように掲げていきたいと思っております。  

  この理念に基づきまして、施策分野としては４つになります。相談体制の整備、就業

支援、子育て支援・生活の場の整備、経済的支援の４分野です。  

  前回のこの委員会まででは、子供の支援ということで、施策を進めていくために、分

野として子供の支援を分けていくという案をお示ししていたところでございますけれ

ども、これまでも親だけではなくて家庭への支援ということで、両方の視点が入った

形で支援を進めてまいりましたので、やはり最終的には特出しすることはしないで、

この４点の分野の中に盛り込んでいくということで案を作成しております。  

  分野の考え方、視点についても、ここに記載のとおりですが、２番の第３期計画策定

にあたっての視点というところで、ここも基本的には第２期計画の部分を継承しては

いるのですが、例えば、子供も健全育成のための親の就労支援の充実ですとか、３番

目の生まれ育った環境に左右されないようといった形で、子供の貧困対策という視点

を盛り込んでおります。 

  また、４点目の関係機関の連携のところでは、必要な家庭へ届けるための普及啓発と

いうことで、施策はたくさんあるけれども、知られていない、利用されていないとい

った部分に答えて、このあたりを視点に入れております。  

  続きまして、現状のご説明をさせていただきます。資料の方は２の方をご覧くださ

い。 

  こちらはちょっと数が多いので、２期計画にあるものがちょっと確認の意味も含めて

見ながらで、特に今回の計画から新しく入れたデータについて申し上げていきたいと

思います。 

  まず、１番目からは、離婚件数等の推移ということで、ここはあまり上がっておら

ず、下がっているといったような状況が分かります。 

  次のページも、ひとり親家庭の数ということで、こちらも都の場合は世帯数は少し減

っております。  

  その次が、（３）で東京都福祉保健基礎調査にみるひとり親家庭の状況ということ

で、こちらは福祉保健基礎調査の中で５年１回、「東京の子どもと家庭」ということ

で実態調査をしておりまして、その中からひとり親家庭の状況を概括するというもの

です。 

  ひとり親になった理由というところでは、死別よりも離婚・非婚・未婚が多いという

ことで、この傾向は特に変わっておりません。  

  次、めくっていただきまして、ひとり親家庭になった年齢、子供の年齢等も、ここも

特にこれといった変化はないということです。  

  その次のページを見ていただきまして、ステップファミリーの状況というのがありま

す。これは今回の調査から初めてとったものでございまして、ステップファミリーと

いうのは、その下の方に注意書きがありますけれども、親の再婚等によって、一方の
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親のみとの血縁関係にある子供がいる家族をいうというふうに書いてありますけれど

も、そのステップファミリーが１．３％、今回調査した中ではいましたというところ

です。 

  次をめくっていただきまして、そのステップファミリーの下から就業の状況が書いて

あります。ここはこれまでどおりで、就労率は高いけれども、特に母子世帯では非正

規が多いという状況があります。 

  その次のページに行きまして、その不安定な就労というところで、働いている率は高

いけれども、転職を希望している人が半数近くいるという状況です。  

  その転職の理由も、「収入が良くない」というのが最も多くて、やっぱり身分が不安

定というころで、「将来が不安」という理由も多くなっております。  

  その次のページは収入の状況でして、ここは２００万円未満の人が母子世帯ですと全

体の４１．８％に上ります。父子世帯のところはそんなに多くないのですが、これを

経年で比較しますと、父子世帯も２００万円未満の割合というのは高くなってきてお

ります。 

  ここのページの下のところで、参考としまして、子供の貧困率を載せております。こ

れは、ひとり親の「子供がいる現役世帯」の世帯員では貧困率が１５．１％、そのう

ち「大人が一人」、いわゆる、ひとり親の世帯員では５４．６％が貧困であるという

データになっております。これは東京都の数値というものがありませんので、ちょっ

と囲って、子供の貧困率ということで国のデータとして参考に載せております。  

  次のページを見ていただきますと、父母の学歴というところで、ここが新しく入れた

ところです。下の図表の１３が全体の父母の学歴を示す％になっていまして、その上

がひとり親なんですけれども、母子世帯で見ていただきますと、やはり中学校卒、高

校卒の割合が、全体よりもかなり高くなっているという状況になっております。  

  父子家庭は、やはり母数も少ないということもありまして、ここは逆に全体の方が中

学卒が多かったりという状況にはあります。ただ、高校卒はひとり親の方が多くなっ

ております。  

  その次のページに行きまして、面会交流の実施についてということで、こちらも今回

の計画から新たに入れております。これは２４年度から、東京都の方で面会交流支援

事業を開始したということもございまして、状況把握のためにとっているものでござ

います。 

  やはり面会交流を行っているという割合は半分にも満たなくて、行ったことがないと

いう数、母子世帯で４０．５％、父子で４２．１％ということで、かなり多くなって

おります。 

  その下の面会交流の有無を養育費の取決めの有無別に見ますと、やはり養育費の取り

決めをしている場合は、面会交流を行っている率が５２．５％ということで５割を超

えています。取決めをしてない場合には、それが２７．９％になりますので、かなり
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下がってくるという状況になっております。  

  その次が公的制度についてということで、これも新しく今回から入れた項目になって

おります。 

  その次のページをめくっていただきますと、グラフが載っております。これを見ます

と、生活保護からひとり親家庭等医療費助成までは、利用したことがあるという割合

が高くなっておりますけれども、方ムヘルプサービス以下の支援施策につきまして

は、制度を知らなかったという率がかなり高くなっております。  

  その次は、保育の利用状況ということで、これはもう前から載せていて、余り傾向的

には変わっておりませんけれども、就労時間で見ますと、「６時～６時５９分」とい

うところまでは共働き世帯の方が率が高いですけれども、７時以降になりますと、ひ

とり親世帯の方がどこも割合が多くなってくるということで、比較的就労時間が遅い

傾向にあるということが結果としても出ています。  

  その次は、学童クラブですとか、帰宅時間ということで、これは保育の終了時間と同

様の傾向になっております。  

  その次のページをめくっていただきまして、ここはこれまでと同じペーパーでの更新

したものを載せております。子育てするために必要なもの、困っていること、相談相

手ということで、困っていることは、やはり母子世帯ですと収入が低いということも

あって、「家計」が一番多い割合になっております。父子家庭では、やはり「子供の

教育」ですとか、「子供の世話」、「家事」というのが困っていることの割合として

高くなっています。  

  その次の相談相手のところは、ひとり親世帯で相談相手が「いる」とした割合は８

９．４％で高いのですが、「いないのでほしい」という回答を見ますと、両親世帯に

比べて、母子世帯・父子世帯とも率が高くなっている。また、「必要ない」という回

答は、父子世帯が１９．４％で、両親世帯・母子世帯に比べると高くなっているとい

うことで、父子世帯の特性といったものが少しあらわれているのかなというふうに思

っています。  

  その次は、相談相手の細かなグラフになっております。  

  めくっていただきまして、生活保護受給世帯の状況になっております。これも特に大

きく変化はないという形です。  

  その次からは、母子生活支援施設に入所する母子家庭の状況ということで概要を記載

しておりますけれども、施設については、施設数も入所世帯数も減ってきている状況

でして、ここにありますように、平成２０年の時点では都内で３７施設ありましたけ

れども、２６年４月１日現在ですと、都内で３４施設ということで３施設廃止になっ

ております 

  その次の入所理由のところは、やはり「住居困窮」と「夫等の暴力」、「経済的困

窮」というのが多くなっております。  
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  その次に行きまして、ここは施設に入所する母親の年齢とか、児童の年齢、外国籍、

障害、ＤＶ被害ということで載っております。  

  特に、ＤＶ被害世帯は全体の５４．７％ということで、かなり多くの人がＤＶの被害

を受けているという状況にあります。  

  その次の就労状況を見ていただきますと、ここは入所した当時よりも現在の方が未就

労世帯が少なくなっておりますので、施設に入所して支援を受けることで、入所率が

上がったというデータになっております。  

  その次が退所の状況で、￥もう１枚めくっていただきますと、アフターケアの実施状

況というものがございます。施設の役割としまして、入所世帯が退所した後も施設の

方でアフターケアをやっていくということで、相談を受けたり、いろいろな形の支援

を、ここに書いてあるようなことをやっているですが、このアフターケアの件数とい

うのは伸びておりまして、必要性は高い。また、施設の方も積極的にやるようになっ

たというような状況にもあると思います。  

  その次は、配偶者暴力と母子ということで、ここはこれまでと変わらずにデータを載

せております。一時保護の件数ですとか、そういったことはここの表のとおりになっ

ております。  

  最後のページなのですが、ここは机上にも冊子として置かせていただいておりますけ

れども、東京都で、ひとり親家庭に育つ子供の状況の調査を行いましたので、その調

査報告書の中から、まとめて抜粋する形でここに記載する予定でおります。  

  現状につきましては以上です。  

  この現状を踏まえまして、計画の中で２７年度から取り組んでいくものについては、

資料の３と資料の４になっております。  

  資料の３の方をご覧ください。こちらは東京都の主なひとり親家庭施策の体系という

ことで、先ほど申し上げました四つの分野ごとに取り組んでいく事業を書いておりま

す。 

  全体として、ひとり親家庭向けの支援だけではなくて、一般向けの皆さんが対象にな

る施策もあわせて支援していくということが、ひとり親の支援では大変重要になりま

すので、○で、ひとり親家庭に限定した支援策、●で、ひとり親家庭を含む支援策と

いうことで分けて記載をしております。  

  相談体制の整備としましては、ここにありますように、東京都のひとり親家庭支援セ

ンター事業を充実していくということで、これは都のひとり親支援の拠点として相談

を行うということとあわせて、地域の支援の質の向上ということで、地域にいる母

子・父子自立支援員の資質の向上にも取り組んでいきたいというふうに思っておりま

す。 

  また、下から二つ目に、生活困窮者自立相談支援事業というのもありますけれども、

２７年の４月から生活困窮者自立支援法による自立相談支援事業ということで、生活
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困窮者の相談を受ける窓口が各区市に設置されます。収入が低いということで、ひと

り親もかなり生活困窮ということでは該当してくると思いますので、こちらの方の事

業との連携をやっていくということで、ここに挙げております。  

  続きまして、就業支援のところは、たくさん書いてあるのですが、２期に比べて充実

していくところとしましては、一つは、一番上の都事業のセンター事業における就業

支援の充実ということで、適職診断ですとか求職者公開、ハローワークとの連携強

化、また、ひとり親固有の精神的な課題を持つ人たちへの就労支援。その家庭の就労

支援の中には、子供の就労に悩んでいるお母さんたち、お父さんというのも実際に現

場の中では出てきているということで、そういった場合に、子供に直接、この支援セ

ンターの方で就労支援をやっていく、そういった取り組みも進めていきたいと考えて

おります。 

  新規としましては、上から二つ目の在宅就労推進事業と、三つ目の高等学校卒業程度

認定試験合格支援事業、それから、下線を引いてある最後のところで、ひとり親家庭

の相談窓口強化事業というところがあります。  

  高等学校卒業程度のところは、よりよい就職への条件整備ということで、先ほどデー

タで、ひとり親は中卒の割合が全体に比べると高いというのがありましたので、やは

り中卒という学歴ですと、そこから先のよりよい就業に繋がってなかなかいきにくい

ということで、この高等学校卒業程度認定試験合格支援事業というのを実施します。  

  ただ、東京都の方で実施できるのは町村部のみということになりますので、町村部の

実施とともに、各区市の方で実施していけるように推進していくという方針にしてお

ります。 

  そのひとり親家庭の相談窓口強化事業というのは、こちらは地域に、より確実に就業

につなげるための就労支援専門員を配置するというものでして、こちらも都事業とし

て直接実施できるのは、やはり町村部のみということになりますので、こちらの方

も、よい取り組みなどを区市に還元していきながら、区市での実施も推進していきた

いと考えております。  

  上からの二つ目の在宅就労推進事業につきましては、在宅就業ができるスキルの習得

ということで、５年間にわたりまして養成をしてまいりましたけれども、やはり在宅

就業者というのは個人でやっていくというところで、なかなか企業側からしました

ら、経験がない人に対して発注するのが、なかなかしにくいというところで、都の方

で一定期間実績を積めるような支援を行って、在宅就労者としてひとり立ちしていけ

るような支援ということを考えております。  

  続きまして、子育て支援・生活の場の整備ということで２枚目をご覧ください。 

  こちらは、これを見ていただくとわかりますように、子育て支援ということですと、

やはりひとり親だけの施策というのはなかなか難しくなりますので、保育・学童、そ

れから、それ以外の子育て支援策につきましては、全ての子育て世帯を対象とするも
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のを、きちっとその状況に応じて、ひとり親も使っていくということが重要になりま

すので、ここに関連施策といいますか、ひとり親含む全体の施策ということで載せて

おります。 

  ひとり親の施策としてはひとり親家庭の方ムヘルプサービスということで、こちらは

区市によって実施状況にかなり取り組みに差がありますので、こちらはなるべく多く

のところで適切に実施できるように、引き続き推進していくという形でやっていきた

いと思っております。  

  こちらの方に新たに加わったものとしましては、三つ目の点線の四角で囲んであると

ころの、ひとり親家庭の子供の学習支援ということで、こちらの方を強力に推進して

いきたいと考えております。  

  もともと都事業としまして、平成２５年度から学習塾型の学習支援を始めまして、そ

の次に家庭教師型も含めて拡充をしてきましたけれども、都はあくまでもモデル事業

として実施をしまして、その実施状況を還元して、各区市で子供たちにとって身近な

地域で学習支援が受けられるように推進していくということにしております。  

  こちらの方が２番目の●で、生活困窮者自立支援法に基づく子供の学習支援事業とい

うふうに記載がありますけれども、こちらの法律による学習支援事業というのも２７

年度から始まりますので、ここにも当然、ひとり親の子供というのは対象として入っ

てまいりますので、区市におきましては、ひとり親の子供の学習支援か、もしくは、

こちらの下の生活困窮者の学習支援、どちらかを確実に実施することで、全ての地域

で学習支援を実施するというのを目標にしております。  

  生活の場の整備は、都営住宅の優先入居を引き続きやっていくという部分と、あと、

母子生活支援施設が、やはり先ほどご説明しましたように施設が少なくなっていると

いうところはあるんですけれども、やはり課題のある母子にとりましては、ここは本

当にいい支援ができる施設になっておりますので、引き続き、こちらの活用の推進と

いうことで取り組んでまいりたいと思っています。  

  その下の母子施設に入所する子供の自立支援の充実というところは新規なのですが、

施設に入所している小学生から高校生までの学習支援というのを新たに実施します。

これは国事業ではありますけれども、東京都としてもやっていくということになりま

す。 

  最後に経済的支援ということで、こちらの方は手当と資金ということが主な取り組み

になりますけれども、ひとりの親施策としては、昨年の法改正で、年金と児童扶養手

当の併給ができるようになったり、母子福祉資金だけだったのが、父子福祉資金を創

設したという取り組みがありますので、それを引き続きやっていくということにして

おります。 

  すみません、少し長くなりましたが、説明は以上です。  

○松山委員長 それでは、ただいまより計画の内容についての審議に入りたいと思いま
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す。資料が多岐にわたりますので、まず最初の資料１につきまして、ここについてま

ずご意見等のある方はお願いいたします。  

○森田委員 ４つの施策分野のところで、子供への支援を特化することを今回は見送った

というお話があったんですが、具体的には、子育て支援・生活の場の整備というふう

なところに入ったり、具体的には相談体制の整備とか、いろいろなところに子供の問

題が入っていくと思うんですが、だとしたら、子供をここで対象にしているというこ

とを、何らかの形で表現するということが必要じゃないかと思います。  

  さまざまな問題で、ひとり親家庭で育ったということが、次の世代に繋がらないよう

な施策をきちんと講じるということは、この施策の中でとても大事な取り組みなの

で、そういう意味で、ここの施策分野の項目として落としたとしても、施策にはぜひ

その文言を書き加えていただきたいというのがあります。また、この第３期計画にあ

たっての視点というところで、生まれ育った環境に左右されないようというところ

は、わかりづらいなという感じはします。  

  私の大学にもたくさんひとり親で育ったお子さんたちがいらして、その子供たちとい

うか、その学生たちのさまざまな発言というのも聞きます。大学生は学習をし、就職

をして乗り越えていくというところにたどり着いている子供もいれば、そうではな

い、学生たちもおります。そういう意味でもう一言ここのところに、これはひとり親

家庭の子供たちの問題を想定しているんだということが、書かれるといいなと思いま

した。それと関連していて、わかりづらいなと思ったのは、子育て支援の次のところ

に生活の場の支援というのがあるんですが、これ母子生活支援施設のことを指してい

るんですが、母子生活支援施設しかないわけですから、母子生活支援施設に入所する

子供の支援の充実と、明確にした方がいいんではないかということを思いました。  

  本来は当事者の方たちが読んで、ああ、自分をこういうふうに東京都は支えてくださ

るんだなということが、理解しやすいような書きぶりにした方がいいと思うのです

ね。計画がややもすると行政の担当者向けに書かれているようなものがふえてきてい

るような気がしています。本来当事者の方々に向けて出されていくメッセージだと思

うので、子供だとか、暮らしていらっしゃる方たちをきちんとターゲットにしている

んだということがわかるような書きぶりにしていただく必要があるんじゃないかなと

いうことを、まず思いました。  

  以上です。 

○松山委員長 ありがとうございました。 

  ほかに、じゃあ、この資料１に関して、全体の構成なんですけれども。 

○森田委員 それから、１０代で出産した親たちの調査というのを、ちょうど今、ほぼ完

了しまして、今はまとめのいろいろな考察をしているところです。そこでも非常に感

じているのが、ひとり親に対する偏見、差別です。、そういった見方は、なかなか

個々人の方たちの努力や各自治体が努力することで、そう簡単にできることではあり
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ません。、ある意味では多様な生き方というふうに、一言で言ってしまうと簡単です

が家族、あるいは、地域の中でいろいろな問題を抱えながら、ひとり親という暮らし

を選択せざるを得なかったり、選択されているわけなので、多様な生き方を許容して

いく社会づくりみたいなことについては、これは都ぐらいのレベルで何らかの形で取

り組んでほしいなと感じています。  

  それはなぜかというと、これをどう表現したらいいのか、私にもなかなか難しいので

すが、ひとり親になるということの決断は非常に苦しい決断で行われている方たちが

多い。ひとり親で育つということはマイナスであるという価値の中で子供たちが育っ

たり、その方たちが暮らしておられたりしている。。もう少し元気にこの社会の中

で、ひとり親という生活スタイルの中で子供を育てていけるようなひとり親で暮らす

ということを応援するようなメッセージ性のある施策が何らかの形で出てこないと、

なかなかマイナスの中で自分が子育てしているんだというような感覚を持たざるを得

ないような世の中です。１０代の親たち今は、調査の分析をしておりますと、彼女た

ちが言っている言葉の中に、、自分たちは虐待しているんだと思われているとか、絶

対に育てられないというふうに思われているとかというような、非常に厳しい社会の

見方に対して、まず、そこに折れそうになってしまうというんです。何かそういうこ

とを超えるようなメッセージ性がある施策が、ぜひ欲しいなと私は思っています。こ

れは簡単に言えば環境づくりなのかもしれませんが、そんなことを感じているという

ことを申し上げておきます。 

  世界中では結構、そういう取り組みをやっていますそれは国レベルの取り組みとして

重要なことなのかもしれませんけれども、東京都レベルぐらいだったらば、どうして

も発生してしまうスティグマみたいなものに対する克服のための何かキャンペーンみ

たいなものとかが必要なんじゃないかと感じています。 

○松山委員長 ほかに、この資料１に関しては。  

  では、また後で出てきたときに関連すると思いますので、次に資料２の現況データに

ついて、何かご意見等あればお願いいたします。  

○森田委員 何度も申しわけありません。私、今回の議論の中でも随分申し上げたのです

が、子育て支援はもちろん一般施策で対応するということは十分承知の上で、でも、

この一般施策だけではひとり親が使えないという状況にあることが、大きな問題で、

そこを乗り越える施策をここの中で提案するかということが、私は重要だと思うんで

すね。 

  前にも委員会の中で申し上げたと思いますが、東京都の中でさまざまな保育事業、子

育て支援事業はなされているのですが、先ほどの就労もパートタイマーが多かったり

して、特にひとり親になった直後の親たちの就労が２００万円ぐらいということは、

フルタイムでやっておられないケースが非常に多いと思います。そういう方たちが具

体的には子供を保育園だとか、今のところ、学童はまだ定員を設けていないところも



 

 10 

かなりあるので、そこには問題がないのかもしれませんけれどもこれから定員を設け

ていく自治体があったりすると、、高額な学童保育の保育料が払えないので、夜間１

人で置いておくというような選択をするという親たちがかなりいるということは、ほ

かの県ではかなり出てきています。通常保育でも、具体的に認可保育園というのは私

どもの調査でも、１０代で出産をした親は希望通り入れていません。制度があって

も、それをひとり親一人一人の生活を自立的に行うために、適用できるようにするた

めにはどうしたらいいかということまで、この中できちんと書き込まないと、その政

策や制度があったとしても、使えないというままではどうしようもない。どういうふ

うに特別配慮するかというところをぜひとも何らかの形で書き込んでいただきたいと

私は思っております。  

  この中で言うと、場の整備ということで書くのか、どういう形でここを書き切るのか

ということは、非常に難しいとは思うんですけれども、それがとても必要なんじゃな

いかと思います。 

○松山委員長 あと、今みたいに２章と３章も絡みますので、その辺でも結構なんですけ

れども、主に２章ということで――資料２ですね、主に。  

○森田委員 それと、もう一つ気になったのが、母子・父子の自立支援員の議論の中で、

これだけやっぱりＤＶでつらい思いをされている女性たちが結構多いという状況の中

にすると、この母子・父子という並び、並べ方みたいなものというのは、こういう形

で相談窓口を、ある意味でニュートラルに両方とも対象にするというふうな形で実際

やれるのでしょうか、。窓口として、暴力とか何かの問題に配慮した形でやるとすれ

ば、そこはむしろ分けて、女性の相談窓口というのは特化させた方がいいのか、その

辺のところというのは、両方私はあるのかなということは思います。もちろん、両方

を用意されれば一番いいんだろうと思います。女性の相談に当たっている方たちにお

話を伺うと、そういうことをおっしゃる方もかなりいらっしゃるんですけれども、そ

のあたりはどうなんでしょうか。  

  激しい暴力から逃れて、ひとり親にようやくなられた方たちだと、そういった問題を

結構抱えていらっしゃる。 

○松山委員長 その辺も１０月から、母子・父子福祉資金として窓口もつくって今やって

いただいてますんで。何か府中市さんとか目黒区さんの方で、何か具体的にその辺の

問題って出ていますか。 

○前澤委員 今、先生言われたみたいに、やはり女性が男性と万々が一かち合っちゃった

らみたいな不安があるというお声は、当初話が出たときから聞いています。できれ

ば、父子は父子でという相談員を設置できればということなんですが、１０月からと

いっても、やはり職員体制の要求は私たちも上げてはいるんですが、恐らく無理です

ね。 

  今、自治体によっては、福祉部局に設置しているところと、子ども家庭に設置してい
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るところと、恐らく７：３、８：２ぐらいで子ども家庭部局に、多分、組織は分かれ

ちゃっていると思います。ただ、福祉部局の場合には生活援護のケースワーカー、査

察がいますので、男性はそちらが対応できるのかなと私個人的には思っているんです

ね。 

  なので、私も産休のそういう相談の後の事務的なことができる方が１人いて、男性が

来たときにはもちろん自立支援員とともにその方が対応するように、二重の体制をす

ればできるかなとは考えて人事には要望はしているんですが、全くもって通らないと

は思いますね。なので、やはり分けられれば分けられる形がいいとは現場サイドは思

いますけど。  

○森田委員 何かそういうのをせっかくおっしゃっているんだとすれば、後押ししていた

だけるような東京都のメッセージ性が出ると、後押ししてやれますよね。  

○前澤委員 そうですね。後押しまでいかないですけど、やはり母子・父子になるよとい

うときに、東京都さんから説明来ていただいて、やはり今は基本的には東京都の条例

でやっているところで、委託、そういう費用をもらっていると。人員を配置いただく

には、それだけの後押しというか、財政面でそういう配置ができるようなものもとい

うのを、私たちの課長会を通しての附帯意見でも載せてはいったんですけど、やっぱ

り難しかったですよね。やはり時間がちょっとなさ過ぎたというか、前々から話は出

ていたのが、ここでというところでは、やはり自治体それぞれの人員配置というのも

あると思いますので、後押しをどんどんしていただけると多分するのかなと。  

  でも、やたらめったらという子育ての給付金みたいなことをやられても、本当にいい

のか悪いのかも考えているところではありますけど、そういう人件費等々が出れば、

そこのところは嘱託とか、ある意味、職員配置して人員を確保はできるんですが、こ

れがずっと継続していく事業ということであると、もう一度その辺を見直していただ

いて、十分な組織が組めるような後押しがしていただけるといいのかなと現場サイド

は考えます。  

○松山委員長 ありがとうございます。  

  区の方はどうですか。  

○酒井委員 やはり府中市さんと同様に、人員要求してもちょっとなかなか通らないとい

う実態は同じです。  

  現実問題として、福祉資金にしても、それ以外のサービスにしても、ひとり親の方に

ということで、母子・父子というか、うちの区はひとり親という名前を前面に出すよ

うにしているんですけれども、それで、ＤＶ絡みでなかなかちょっと周りに男の人が

いるとという、そういう場合は別の相談室などもありますので、一般的なひとり親家

庭の支援に関する相談というのと、ＤＶに絡んでかなりダメージを受けている人の場

合というのは、窓口がずらっとあって一緒に聞くものではなくて、一度にお一人しか

聞けないような小さい窓口しかないので、仮に重なって２人目の人がいらっしゃる
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と、ちょっと別室にご案内したり、別の部署の男女平等とか、そういった部署の方の

相談室というのもあるので、そちらで主に聞きながら、実質的な支援の話になるとち

ょっと呼ばれて行ったりとか、他部署との連携もしながら対応しているので、今のと

ころ、男性と一緒に相談するとか、そういった現実には起こってない状況ではありま

すが、やはり男性専門の相談員というのを本当に設置できればいいなという考えはも

ちろんあります。  

○松山委員長 この議論があったときに、区の方は、どちらかというと先ほど前澤課長か

らお話あったように、母子生活支援員の方は福祉事務所の方についているケースが非

常に多くて、それで特に男性が来れば、先ほど言ったような対応をとるということ

で、特に区の方からは要望はなかったんですね。市の方は逆に子育て部門についちゃ

っているんでというところなんで、今後、その辺、何分、父子の相談というのがどの

ぐらいあるのかという、件数もまだ想定できていなかった時点で、それがふえてくれ

ば、当然、今言ったようなお話になろうかとは思うんですけれども、当面、今後、就

労支援相談員とか、そういう方も配置が可能ですので、その辺との連携の中で、特に

ＤＶは微妙な問題ですので、そこはやっぱり女性の方が対応しなければいけないとい

うのは基本にあると思いますので、その辺はまたちょっと状況を見ながらということ

になろうかとは思います。  

  ほかに、この資料２に関しては。じゃあ、どうぞ。  

○高田委員 やっぱりひとり親家庭の中で母子世帯の収入ということが、とっても、見て

もらうとこれわかりますけれども、とても少ない。この仕組みづくりもやっぱり東京

都は、実は私も全国をずっと見ていて、母子団体のところを見ていましても、もしか

したら東京都は突出して、やっぱり仕事の量とかは多いと思うんですよ、企業が多い

ですから。ということは、仕事はあるんですよ。だけれども、もちろん正社員にはな

れなくても、上げる方法の仕組みも、やっぱり企業さんの方に一つはお願いをするよ

うな形のものという仕組みづくりを、東京都が一番先にできるんじゃないかなと。逆

に言ったら、地方の方は企業がなくて、仕事がなくてというところから来ているのが

大変あるんですけど、東京都はこれだけ企業もありますし、できるだけ、ここに逆に

言ったら地方から逃げてくる、ＤＶで逃げてくる人も東京は多いわけですよね。  

  いろいろなことを考えると、それでも国の手当類というのは全部収入で決まるじゃな

いですか。自立じゃないですか。でも、東京都には育成手当はありますけれども、江

戸川区が１万３，０００円なんですよね、あそこだけがなぜか。ほかは全部１万３，

５００円確かに出ております。ほかの区・県にはなくても。ということを考えると、

東京都にやっぱり仕事のことを結びつける何らかを、やっぱり企業さんにお願いをし

ながら、やっぱりつくっていく、私は一番できるんじゃないかなと。  

  自立を、要するにお母さんたちの収入が上がれば、こういうのは最近、何件かあった

ことがあるんですけど、お子さんから、お母さん、お父さんがいないから結婚してよ
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と、再婚してよと言った子がいる。でも、それはそう言えるお子さんがそうたくさん

はいない。我慢してお母さんが頑張っているのを見ている子供たちはやっぱり言えな

い。ましてや、そのＤＶや何かがあって、いろいろなことを見聞きしている子供は言

えない。 

  でも、中には学校の問題が出たときに言うんですよ。大体、高校受験ぐらいから多く

なってくる。お子さんの方から、お母さん、やっぱりお金がないというのをずっと口

癖のように母親は言うじゃないですか。塾にも行けないしとか、いろいろなことを考

えると、やっぱり経済をお母さんが――一つは、その婚活のことを実は各地方から今

はたくさん来ています。町村議員さんとか、こちらに来てください、お嫁さんが欲し

いんですけど、農業なんですけど、漁業なんですけどと、都母協にも来ております。

それはやっぱり一つの選択なので、東京で住んで、住み続けて、子供を育ててという

ことになれば、やっぱり経済、ここがなければ、やっぱり真っ暗やみ。いわゆる子供

のまた連鎖、学校に行けないということで、そこをやっぱりとめるのは経済力をつけ

てもらう。 

  もしくは、さっき言ったみたいに、地方でも定住してくださいというのも結構あるん

ですよ。島根県とかでも来ていますね。そういうものも地方の悩みもあって、ご相談

があったときに、やっぱり選択肢の中に、自分が自立をして頑張って子供を育てると

いうのでね、覚悟がいるじゃないですか、そこには。覚悟がないまま逃げてくる人も

いますし、仕事も見つからないまま来る人が東京には多いんですよ。だから、物すご

く収入格差もあるわけですよ。平均がこれですよ、２００万。それも月１５万円ぐら

い、１８１万円ぐらいというのが全体の平均ですけれども。でも、私が聞いていて

も、１０万円以下なんてたくさんいますよ。みんなトリプル、ダブルワークしなが

ら。だから、子供は放ったらかしですよ。肝心かなめの小学校、中学校のときに、基

礎がやっぱり、学校の基礎力がもう放ったからしにされてできていないというのが、

この学習支援の本当に今できてよかったなと思っていますけれども、本当一部じゃな

いですか、これは。受けられる子も３０人とか４０人ぐらいの人数、もうとてもとて

も東京の規模だったら、もっと大きくそこを支援していただけるなら、そこ。  

  それから、仕事のことだったら、もっともっと企業さんにお願いしながらその道をつ

くる。それにはお母さんたちも手に職をつけてもらわないと、全く何にもできないん

じゃ、先ほどありましたけど、在宅のこともそうですよね。企業側からしたら使えな

いじゃないとなるわけですよ。だから、それが全然やっぱりひとり親家庭の母子家庭

は救われない。それで、悶々としてまた病気になっちゃう。鬱病になる。悪循環なん

ですよね。どうしてもそこを断ち切りたい。ほんのここの二、三年でいいから、子供

の小さいうちの２０代、３０代のお母さんたちに、とにかく手に職をつけてもらっ

て、この二、三年は企業に雇っていただけるような人になる。 

  それで、あるところ、今、区役所の方でも相談員さんのクレームが来ているんですけ
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れども、こういうふうに言われたというんですよ。あなた収入が少ないんだから、も

っと指導してあげるから転職しなさいと言われたというんですよ。でも、その人は結

構年なので、それを言われたときに、一生懸命やろうと思っている。だけれども、親

の介護もあったり、いろいろなことがあって、みんな違うわけですよね。個々に違う

ので、収入をふやしなさいと言われたときに、何らかの道がないところに自分でやり

なさいというのは、とてもとてもやっぱり今はできない状態であると。ここ２０年見

ていても何ら変わりがない。やっぱりここを何とか東京都がまず企業さんにも含め

て、ひとり親の支援をしてほしいなとずっと思っています。  

○松山委員長 ありがとうございます。  

  ほかにこの資料を、今はほとんど資料３の部分まで行っちゃっているんですけど、じ

ゃあ、資料３も含めまして、何かご意見等。 

○高田委員 それと、すみません、相談体制の中の生活困窮者の自立相談支援事業という

のもあって、これと、例えば、ひとり親のところの施策の中で学習支援をやっている

ところとは、ちょっと何か区市の中でいろいろと、そこの予算の取り方なのかわかり

ませんけれども、でもさっきのお話だと、ひとり親家庭もこの困窮者の中に含むとい

うような形のものを、市区町村にお願いしてると聞きますけれども、実態はどうなん

ですかね。私が聞くところによると、それはあっちだからみたいな、これはうちはや

っているからいいんですけど、ほとんどがまだやっていないじゃないですか、その学

習支援みたいなものを。そこのあたりはちゃんと含んでやってもらえる形になってい

るんでしょうか。どうでしょうか。  

○ひとり親福祉係長 学習支援は来年度からこの法律が施行になって、今のところ、１８

カ所ぐらいで学習支援をやるというふうに聞いております。その場合には生活困窮者

ということで、かなり幅広く対象者をとっているというふうには聞いておりますの

で、当然ながら、そういう分け方ではなくて、全体としてやっていくということです

ので、含まれているというふうに考えています。  

○福留課長 補足しますけれども、まず資料３で、相談体制の整備のところに生活困窮者

自立相談支援事業とありますけれども、これはもう必須事業なので、全区市に必須で

設置されます。ただ、どういった窓口に置くか、福祉事務所に置くのか、どこに置く

のか、それは自治体によってやり方変わると思います。  

  ここはどちらかというとワンストップの相談窓口で、要は生活に困っている方とかが

よろず相談ですね、ここに来れば適切な、就労支援が必要なのかとか、住居に困って

いる方とか、家計相談とか、いろいろと適切なところへつないでいくというところで

す。 

  あと、子供の学習支援の方ですね、これは今、説明ありましたけれども、来年度から

は新法、生活困窮者自立支援法に位置づけられますけれども、その前までは生活保護

法の中でやっていました。今年度は１１区市で実施していた、１１区市にとどまって
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いた。今度は新法になると、生活保護だけじゃなくて、生活保護の一歩手前の生活困

窮者の方々にも広がると。  

  今、１８区市というふうにありました。最新だと今は２８区市まで取り組む意向がも

う示されていますので、我々としても、任意事業なので、全ての区市がそういった学

習支援をやるまでに時間がかかるかもしれませんけれども、そこは成功事例とかも紹

介しながら、なるべく広がっていくように働きかけていくのが、今、我々がやってい

るところです。  

  実際、そのワンストップの相談窓口と、また、その学習支援のところから、その辺の

相談窓口は、区市によってはばらばらに置いているところもあるかもしれませんけれ

ども、その辺はやっぱりきちっと連携して、ワンストップの相談の方に来たら、きち

んと学習支援とか、そういったようなニーズがあれば、そちらの窓口につないでいた

だくとか、うまく円滑に回っていけばいいかなとは思っています。  

○高田委員 ありがとうございます。  

○松山委員長 ほかはよろしいですか。  

○森田委員 これも既に申し上げましたが、先ほどの資料にあったように母子生活支援施

設の退寮者のアフターケアを全施設でおやりになっていらっしゃる渋谷先生にお話を

補足していただければいいのでしょうが、２４しかないところで２５やっているとい

うんですから、要するに、おやめになったところもやっていらっしゃるくらいの重要

な事業ということですよね。  

  そういう意味では、母子生活支援施設を一旦利用された方たちが、その後地域で暮ら

していくときの施設によるアフターケアが、かなり充実してきていると同時に、、そ

の２年間を原則とする施設を退所された後、地域の中で暮らすということの中では、

総合的な相談、あるいは、支援体制がないと、なかなか継続してその地域の中で暮ら

していくということは難しいということを示している数字じゃないかと私はこの数字

を読みました。だとすると、もう少し地域で暮らすということを支えるような総合的

支援事業みたいなものを目指す、そういったことというのは、今回のこういった事業

の中で構想されていないのか、あるいは、どこかそういうものというのはあるのか、

その辺お聞かせいただきたいと思います。 

○渋谷委員 はい。アフターケアに関しては全施設で実施しています。新宿の場合、私ど

ものところでは、かしわ塾の子供たちもいるので、その子供たちに関しても、母子生

活支援の入所じゃなくても、やっぱり地域の中で何かしらの支援が必要なんですけ

ど、窓口に行っていないと。もしくは、行政との関係が切れちゃっているということ

が結構あるので、そうやって拾っていくと、地域の中で介入とか保護だけではなく

て、全体に支えるという支援が何かしら必要なんだろうなということは、母子生活支

援施設にいてもですけど、かしわ塾にいても、学習支援をやっていてもすごく感じる

ところです。  
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○森田委員 私どもも実は大学と、私自身は被災地で２カ所学習支援をやっています。、

そして、学生たちはかしわ塾で実はインターンさせていただいたり、幾つかのそうい

う学習支援の場を、学生たちの体験の場として活用させていただいています。これだ

け大学があるんですから、何か大学との密な関係を例えばとるとかですね。  

  うちも実は大学自体でやっています。今は母語を日本語としない子供たちに対して

は、うちの大学の中でそういった学習の場を提供したりしているんですけれども、何

か、そういう大学との協働ということも、少しモデルとして示していただくといいで

すね。 

  私はこれまでの学習支援の場の中で、ちょうど今調査しているところなんですが、居

場所的な心の支えとかが欲しくて来ている子供と、純粋に学力不足をそこで補いたい

とか、あるいは、学力不足というよりも、さらにステップアップしたくて学習の場に

来るという。  

  私が今からちょうど七、八年ぐらい前に、東京の国立市で、ひとり親の団体の方たち

と一緒に学習支援の場を始めたことがあります。１年間だけモデル事業としてやった

んですけれども、そのときは、プラスアルファの学習支援をしてほしいという、要望

でした。地域によって、あるいは、その家庭によって、子供によって、相当その要望

は違うので、その辺のつくり方というのが、受容的に受けとめればいいという、受け

とめることがまず第一で、意欲がまだ全然ないので特にそこが重要という子供から、

学びのステップアップのところがどうなのかということで相当違うので、その仕組み

自体も非常に難しいのかなということを私は思っていて、簡単に多分、学習支援とい

うものが、例えば、学校の教職をやっておられた方たちが、もし組織をつくられただ

けでは、とても多分続かないんじゃないかということは感じています。渋谷先生のと

ころもすごい大変ですよね。  

○渋谷委員 今は全国から結構、かしわ塾に見学に来ているんですけど、そこで言われる

のは、やっぱりいいね、東京はと。やっぱり大学が多いので、それでも今は大学生の

ボランティアの確保するのが非常に難しいんですけど、でも、よそのやっぱり都市と

かいろいろなところに行くと、やっぱり学生を確保できないというのが非常にあっ

て、東京は恵まれているねというようなところがあって、それで、やっぱり森田先生

もおっしゃいましたけど、多分、うちのかしわ塾に来ているような子供たちは、大学

生とかかわったことがないんですよ、親も大学行っている人もいないし、親戚もほと

んどいないので。初めてかしわ塾で大学生とかかわるという中で、やっぱりその大学

生と出会えるという環境というのは非常に大事だと思うのと、あと、先ほどの、相談

相手が、どうしてもこの資料を見ていくと、やっぱり親が子供に向かう時間が足らな

い、終了時間とかを見てもそうですけど、そういったときにやっぱり子供と向き合う

時間がない、それで相談の時間がないとかいうときに、やっぱり身近な相談相手にな

ってくれる、学習指導だけじゃなく、身近なお兄さん的な存在がいてくれるというこ
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との役割になるので、やっぱり本当に学習支援だけじゃなくて、うちの場合はもう７

割ぐらいは、どちらかというと相談相手だとか、そういう心のケアみたいなことをや

るふうになっていますけど、やっぱりどうしてもそういう、今まで出会ったことのな

いような大人と出会うような場所の一つとして、こういう学習塾がふえていけばいい

なということを思います。  

○森田委員 そういう意味で、この研修ということを、かなり今はいろいろなところで書

かれているんですが、それはとても大事な仕組みだとは思いますけれども、その研修

自体が間違っちゃいけません。研修で、間違ったこと言われたら困るからということ

を言うんですが、とっても今は難しいところに来ているというふうに思います。  

○高田委員 この学習支援を受けて、子供たちが劇的に変わるわけですよ。最初は何かな

れなくて、ちょっとこうなっていたけれども、だんだんなれてきたときに、本当に学

校の先生とは違うお兄さん、お姉さんたちが教えてくれるということで、楽しそうな

んですね、身近に感じて。それで、もう１年やりたいんですけどって、１年やったお

母さんたちからも要望としてはね。１年だけなんですよ、１年間のものなので、受験

のことをやりたい、また受検で合格した子もいますけれども、もっと小さいうちから

やれば。 

  それから、大学のうちの方で支援を受けたときは、大学に行く、学園祭か何かを見に

行く。そうすると、ああ、こんな楽しいんだと、大学生になったらという、そういう

ことも感じたと、子供たちが。やっぱりそういう経験もないし、お母さんたちもさっ

きおっしゃったみたいに、大学に行っていない人も多いので、お母さんたちももしか

したらと私思ったんですよ。お母さんたちも一緒にお勉強してもらえるかもしれない

なと、この学習支援というのは。親も子もできる事業になるんじゃないかなというふ

うには思っています。  

  継続、本当は１年じゃなくて、２年、３年と、それが１人の方にできればいいんです

けど、現行は１年、単年度だけなので、それはご了承していただいて、ほかの方にね

というふうにはお話ししていますけど、受けた方はもう１年やりたかったとか、そう

いう要望も出ていますね。  

○松山委員長 ほかによろしいでしょうか。  

  さまざまな視点から、この今の部分につきまして、貴重なご意見ありがとうございま

した。今日いただいたご意見、反映できるものと反映できない部分もあろうかと思い

ますので、その辺を踏まえながら計画案の策定の方を進めさせていただきたいと思い

ます。 

  本日の委員会の議事は以上でございます。  

  では、事務局から、今後の予定などをお願いいたします。  

○ひとり親福祉係長 それでは、１枚目の一番右下のところをご覧ください。４番の今後

のスケジュールでございます。  
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  冒頭に申し上げましたとおり、計画（案）をお示しできるスケジュールの関係がござ

いましたので、今回、こういう形での説明にさせていただきました。この後、皆様に

計画（案）をお送りして、ご確認していただくという形で審議を行いたいと思いま

す。 

  その日程につきましては、ここにありますとおりで、パブリックコメントの関係があ

りますので、大変短い時間で恐縮ですけれども。 

  パブリックコメントが２月１２日を予定しております。こちらは、このひとり親家庭

の支援という分野につきましては、現在、東京都の方で作成を進めております子ど

も・子育て支援法に基づく、子ども・子育て支援事業計画、こちらの方に内容を盛り

込む予定でやっております。そちらの計画とパブリックコメントは同時期にやってい

くという方針で今は進めておりますので、そちらの計画が１２日ということで決まっ

ておりますので、それと合わせるというところでご了承をいただきたいと思います。  

  パブリックコメントに出す前に計画（案）を確認をしていただくという流れになりま

す。今日は４日ですが、１２日ということで本当に申しわけないのですが、一度、９

日に送らせていただきます。その後、内部調整の結果、また多少修正等あると思いま

すので、それを踏まえた、本当にこれでパブコメに出しますという案を週明けに送り

ます。そこで何か不都合がございましたら、１０日までに、たった１日なのでしう

が、１０日までに私の方にお知らせいただければと思っております。  

  もちろん、その後でどうしてもということでご意見がある場合は、その後、２週間パ

ブコメの期間をとっておりますので、その間にご意見いただいてということも可能で

ございます。  

  パブリックコメント２週間ということで、２５日まで予定しておりまして、その後

に、この本文にコラムですとか、巻末資料といったものを加えさせていただきまし

て、最終的に３月に決定というようなスケジュールでやっていきます。  

  最初は、そのコラムですとか、そういったものを全て入れたものにつきましても、そ

のときに改めて皆様の方にお送りをいたして、また内容を見ていただいて、ご意見と

いう形でさせていただきます。  

  以上です。 

○松山委員長 ありがとうございました。  

  以上で第４回の東京都ひとり親家庭自立支援計画策定委員会を終わりたいと思いま

す。 

  皆さんに集まっていただいて審議をする会はこれをもって最終回という形にさせてい

ただきたいと思います。どうもありがとうございました。  

（午後 ３時１４分 閉会） 


